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4. 

デジタル技術の活用等による脱炭素型資源循環システム創生実証事業

事業イメージ

委託事業

① 使用済製品・素材の安易な処分を防ぎ、資源循環の効率化やそれに伴う省CO2化

を進めるためには、関係者間で使用済製品・素材に関する必要な情報を共有するこ

とが必要である。そのため、資源循環に関する情報連携のためのプラットフォーム

等のデジタル技術を活用した民間事業者によるリユース・リサイクルに係る脱炭素

型資源循環システムのモデル実証を行う。

② 収集運搬と中間処理の効率化を実現し、新型ウイルスにも対応した非接触型ごみ

収集を最終目標として更なるCO2排出削減を図るため、ICTを活用した拠点一括集

約回収ボックス方式等の収集作業員が新型ウイルスに感染した場合の緊急時対応に

も資する実証を行うとともに、収集運搬と中間処理をICTの活用により連携させ、

廃棄物エネルギーを効率的に回収するための実証を行う。

③ ①・②の結果について、脱炭素・資源循環両面での効果等を評価・検証し、民

間・地域における普及展開に向けたノウハウ・課題をまとめるほか、資源循環に係

るデータの把握等を行い、脱炭素・資源循環の同時達成に係る施策に活用する。

デジタル技術等を活用し、脱炭素と循環経済（CE: Circular Economy）を同時に達成する資源循環システムの創生に向け、

①民間事業者が実施する革新的な資源循環プラットフォーム等のモデル事業、及び、②各地域において廃棄物エネルギー

を最大限活用した自立・分散型の経済・社会を形成するため、ＩＣＴ技術を活用した廃棄物処理過程の効率化の要素技術

の実証を実施し、その効果を評価・検証します。

脱炭素・循環経済の同時達成に資する情報プラットフォームや廃棄物処理・エネルギー回収等の革新的な資源循環

システム創生に向けたモデル実証を実施します。

【令和３年度要求額 350百万円（新規）】

地方公共団体、民間事業者・団体

令和3年度～令和５年度

環境省環境再生・資源循環局総務課循環型社会推進室 電話：03-5521-8336 リサイクル推進室 電話：03-5501-3153 廃棄物適正処理推進課 電話：03-5521-9273
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①資源循環に関する情報プラットフォーム（イメージ）

情報プラットフォームにより効率化・省CO2化を実現


